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第４ 必要な外来医療機能及び対応方針 
１ 地域の外来医療の状況 
（１）医療施設数及び従事医師数 

 

 

 

 

 

（２）外来診療施設数及び患者数 

 

（３）時間外外来施設数及び患者数 

 

（４）往診実施施設数及び在宅患者数 

 

（５）医療機器の配置・保有・活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１  資料 保健福祉部地域医療推進局地域医療課提供データ（Ｒ５.４.１時点） 

＊２  標記の「－」は台数がない場合 

医療施設数

（箇所数）

従事医師数

（人）

一般診療所

病院

22

5

20

36

病院 5 5

外来患者延数

（回/月）

通院外来患者延数

（回/月）

14,785 14,744

10,385 10,383

外来施設数

（月平均数）

通院外来施設数

（月平均数）

一般診療所 13 13

病院 5 44

時間外等外来施設数

（月平均数）

時間外等外来患者延数

（回/月）

一般診療所 22 19

病院 0 0 16 ー

往診実施施設数

（月平均数）

往診患者延数

（回/月）

在宅患者訪問実施施設数

（月平均数）

在宅患者訪問診療患者延数

（回/月）
一般診療所 120 15 376 322

診療所 0 0 ー

病院 3 1 ー

9.9 2.7 ー

13.4 3.3 ー

診療所 101 ー ー

病院 1,558 1,250 ー

ー

ー

ー

ー

調整人口当たり台数

人口10万人対台数

医療機器台数

放射線治療

（体外照射）

3.3

3.3

ー

187

ー

1
医療機器台数

ー

CT MRI PET マンモグラフィ

0
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２ 地域で不足する医療機能の現状・課題 
（１）初期救急医療に関する外来医療の現状・課題 

（現状） 

○ 北空知地域では、救急車の搬送人員が、令和元年までは増加傾向にあったものの、令

和２年では、コロナ禍において一時的減少した後、令和３年には再び増加しています。 

○ 救急車の搬送人員の増加傾向の背景としては、様々な要因が推測されますが、救急告

示医療機関が１か所しかないことや、医療機関側では医師不足により対応困難な診療

科があることなどが少なからず影響していると考えられます。 

○  深川医師会（以下「医師会」という。）が実施する在宅当番医制（以下「在宅当番医

制」という。）による初期救急医療体制に加え、医師会に所属する病院・診療所の医師

が深川市立病院（以下「市立病院」という。）に出向いて診療する体制を取り入れた休

日当番医制を実施するほか、市立病院設置の｢夜間急病テレホンセンター｣において、症

状に基づく緊急性の有無や受診の必要性に関するアドバイスを行っています。 

 

（課題） 

○ 近年、開業医の高齢化が進んでおり、在宅当番医制による初期救急医療体制の維持が

難しくなりつつあります。 

○ 初期救急・二次救急を担当している市立病院の負担軽減を図るため、医師がそこに出

向く休日当番医制を実施していますが、適正な受診を図るため、住民に対する意識啓発

も必要となっています。 

○ 救急告示医療機関が１か所のみであることなどから、隣接圏域の救急医療機関との

連携体制についても強化を図る必要があります。 

 

（２）在宅医療の提供状況・課題 

（現状） 

○ 北空知地域では、人生の最終段階を含め、２４時間体制で患者の急変時に対応できる

在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院の届出は、令和６年２月現在ありませんが、訪

問診療を実施している医療機関は５カ所、歯科診療所が５施設あります。また、在宅療

養後方支援病院として１カ所が届出を行っています。 

○ こうした中、平成２８年６月に地域医療及び介護サービスの総合的な提供体制を確

保するため、地域の１市４町が共同して北空知地域医療介護確保推進協議会（以下「推

進協議会」という。）を設置し、在宅医療の提供体制について検討を進めます。 
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（課題） 

○ 北空知地域で訪問診療が必要な人数は、需要推計から、平成２５年では１日当たり 

２７人でしたが、令和８年は６７人、令和１１年は１０５人と、大幅に増加が見込まれ、

今後地域での訪問診療体制の充実が必要となります。 

○ 在宅医療を求める患者が、住み慣れた家庭や地域で生活を送ることができるよう、在

宅医療を提供できる医療機関や訪問リハビリテーションの充実が必要です。 

○ 在宅医療を推進するためには、医療機関はもとより、住民に対し、在宅医療に関する

情報提供や普及啓発が必要です。 

○ 医療や介護、行政などの多職種が各々の専門知識を活かし、積極的な意見交換や情報

共有を通じて、チームとして患者・家族の質の高い生活を支えていくための人材育成と

連携体制の充実を図ることが必要です。 

 

（３） 周産期医療体制提供状況・課題 

（現状） 

○ 北空知地域で産科・婦人科を標ぼうする医療機関は、市立病院のみであり、地域周産

期センターに認定されていますが、平成２７年４月から産婦人科の常勤医が不在とな

ったため、分娩の取扱いを休止しています。 

○ こうした中、保健所、市町、市立病院及び隣接する上川中部圏域の周産期病院が連携

して、早期支援を必要とする妊産婦に対し、積極的に支援を行う北空知養育者支援保健

医療連携システム事業を実施しています。 

 

（課題） 

○ 市立病院では、分娩の取扱いを休止していることから、再開に結びつけていくことが

必要です。また、地域周産期センターの機能が発揮されるまでの間、隣接する地域周産

期センター等へのアクセスの確保が必要です。 

 

３ 地域で不足する医療機能に対する今後の取組の方向性等（地域の方針） 

（１）初期救急医療に関する外来医療の確保に向けて 

○ 医師の高齢化や医療スタッフの減少・確保困難などで休日や夜間における一次救急

医療体制の確保が難しくなっている状況を踏まえ、地域住民の生命と健康を守るため、

医師会・市立病院が実施する一次救急医療体制を維持確保するために必要な事業（休

日・夜間救急医療体制確保事業）が円滑に実施できるよう、市町は、市立病院を始め、

医師会、深川地区消防組合（以下「消防組合」という。）等との協議、調整を進め、地

域の救急医療体制の維持、強化を図ります。 
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○ 適正受診を図るため、北海道救急医療・広域災害情報システム、市立病院設置の「夜

間急病テレホンセンター」について市町広報誌に掲載するなど住民への周知を図り、利

用促進に努めます。 

○ 住民に対する救急医療に関する知識の普及啓発を図るため、医師会、消防組合、保健

所及び市町は、毎年９月に実施される救急医療週間に合わせて、救急医療に関する講演

会を行います。 

 

（２）在宅医療の提供体制の確保に向けて 

○ 在宅療養を希望する患者や家族が安心して暮らすことができるよう、退院支援から

日常の療養支援、緊急時の対応、看取りまでの継続した医療及び療養支援を提供するた

め、推進協議会と連携しながら、医療や介護等を提供する関係機関の連携体制づくりを

進めます。 

○ 薬局薬剤師が在宅医療において高度な薬学管理等を実施する能力を身につけるため

の研修会を開催し、薬剤師の在宅医療への積極的な関与を推進します。 

○ 往診や訪問診療など、在宅医療に重要な役割を果たす、かかりつけ医等を持つことの

必要性等について、住民への普及啓発に努めるとともに、在宅医療に関する情報提供を

行います。 

 

（３）周産期医療体制の確保に向けて 

○ 市立病院で分娩の取扱いが休止されていることから再開に向けての取組を支援する

とともに、地域周産期センターとしての機能が発揮されるよう支援に努めます。  

機能が発揮されるまでの間は隣接するセンターとの役割分担等を行い、再開の目途

が立たない場合は、将来的な方向性について地域と調整しながら検討します。 

 

４ 医療機器の共同利用方針 

○ 人口減少が進む中、北空知地域内における効率的な医療提供体制を構築するため、医

療機器についても圏域内での配置状況や利用状況を勘案の上、可能な限り共同利用を

進めます。 

○ 高額医療機器の購入に当たっては、可能な限りあらかじめ北空知圏域地域医療構想

調整会議において情報共有を図るとともに、機器の共同利用を促進し、地域内での効率

的な医療機器の整備・活用に努めます。 
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５ 紹介受診重点医療機関の名称 

○ 当圏域においては、現在、紹介受診重点医療機関はありません。 

○ 他の圏域において協議されている紹介受診重点医療機関の名称は、次のアドレスに

おいて公表されています。 

公表ページ：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/cis/iryokeikaku/184045.html 


